
１．機構

第Ⅱ期中期計画におけるミッションを重点的かつ効率的に推進するために、平成１８年４月に組織再編を行った。研究

組織は、各専門分野の研究者が集まる研究領域およびセンターを設け、基本単位を大型化し、第Ⅱ期中期計画に基づく

研究課題を推進するために、研究課題毎にリサーチプロジェクト（RP）を設けた。

組織図（平成２１年１月１日現在）

２．人事

（１）役職員数

１）役員の状況

定数：４人（理事長１、理事１、監事２）

２）職員の状況

平成２１年１月１日現在の常勤職員数は１８０名である。

V．総 務

理事長 研究統括主幹

理事 企画戦略室

監事 連携推進室

広報情報室

研究技術支援室

研究情報システム専門役

安全管理専門役

業務統括主幹

総務管理室

財務管理室

研究コーディネータ

大気環境研究領域

物質循環研究領域

土壌環境研究領域

有機化学物質研究領域

生物多様性研究領域

生物生態機能研究領域

生態系計測研究領域

農業環境インベントリーセンター

監査室

リサーチプロジェクト（RP）

有機化学物質リスク評価RP

重金属リスク管理RP

外来生物生態影響RP

遺伝子組換え生物生態影響RP

水田生物多様性RP

情報化学物質生態機能RP

作物生産変動要因RP

温室効果ガスRP

炭素・窒素収支広域評価RP

栄養塩類リスク評価RP

温暖化モニタリングRP

化学分析・モニタリングRP

農業空間情報RP

農業環境リスク指標RP

環境資源分類・情報RP
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（２）人材育成に係る研修

種別 研修名 受講者数 実施機関 研修期間

所

内

研

修

平成２０年度新規採用者研修（４．１付け採
用者）

４（独）農業環境技術研究所 ２０�４�１～４、５�１２、５�１９

農業環境技術研究所 RI施設における放
射線障害防止のための教育・訓練

２６（独）農業環境技術研究所 ２０�５�２３

平成２０年度簿記検定のための学習会 ３（独）農業環境技術研究所 ２０�６�４～１１�１１
（全２７回）

新たな人事評価のための評価者訓練研修 １５（独）農業環境技術研究所 ２０�９�２

科学英語研修 ２６（独）農業環境技術研究所 ２０�９�５

被評価者講習会 ４８（独）農業環境技術研究所 ２０�９�９又は１０

平成２０年度新規採用者研修（１０．１付け採
用者）

３（独）農業環境技術研究所 ２０�１０�１～３

救命講習会 ３３（独）農業環境技術研究所 ２０�１２�４

ネットワーク情報セキュリティ研修 １８０（独）農業環境技術研究所 ２０�１２�８又は１２�１１

化学物質管理に関する講演会 １２０（独）農業環境技術研究所 ２０�１２�１５

派

遣

研

修

第３１回研究交流センター英語研修 ６ 文部科学省 研究交流セ
ンター

２０�４�２１～１２�８まで
各週１回（全５０回）

平成２０年度 農林水産関係研究リーダー
研修

１ 農林水産省 農林水産技
術会議事務局

２０�６�２５～２７

平成２０年度 主査等Ⅰ研修 １（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

２０�６�２６～２７

平成２０年度 係員研修 １（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

２０�９�２５～２６

平成２０年度 農林水産関係若手研究者研
修

１ 農林水産省 農林水産技
術会議事務局

２０�１０�１～３

平成２０年度 短期集合研修「数理統計」
（基礎編）

２（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

２０�１１�１０～１４

平成２０年度 短期集合研修「数理統計」
（応用編）

１（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

２０�１１�１７～２１

平成２０年度 農林水産関係中堅研究者研
修

２ 農林水産省 農林水産技
術会議事務局

２０�１２�３～５

平成２０年度地球観測衛星データ利用セミ
ナー（入門コース）

１ 文部科学省 研究開発局 ２０�１２�５

平成２０年度 英語研修
Winter English Class

４ 文部科学省 研究交流セ
ンター

２１�１�１９～３�２３までの
各週１回 計１０回

MapServer２００８トレーニングコース ２ 株式会社 オークニー ２１�２�２～３

農業環境技術研究所年報 平成２０年度５６



（３）受賞・表彰

平成２０年度文部科学大臣表彰科学技術賞（理解増進部門）（平成２０年４月１５日）

中井 信、大倉 利明、小原 洋

「土壌モノリスによる理解増進」

平成２０年度日本計量生物学会賞（平成２０年６月５日）

三輪 哲久

平成２０年度（社）日本土壌肥料学会奨励賞（平成２０年９月１０日）

秋山 博子

「農耕地土壌における亜酸化窒素の発生量評価とその発生削減に関する研究」

平成２０年度日本陸水学会第１０回学会賞吉村賞（平成２０年１０月１２日）

永井 孝志

「Growth characteristics and growth modeling of Microcystis aeruginosa and Planktothrix agardhii under iron limitation」

平成２０年度農環研若手研究者奨励賞（平成２０年１１月２８日）

（職員の部）

清家 伸康

「残留性有機汚染物質の動態の解明に関する研究」

星野 裕子

「土壌くん蒸処理が微生物群集構造に与える影響の分子生物学的手法による解析」

種別 研修名 受講者数 実施機関 研修期間

講

習

会

危険物取扱者保安講習会 ２（社）茨城県危険物安全協
会連合会

２０�７�１０

情報公開・個人情報保護制度の運営に関
する研修会

１ 総務省 関東管区行政評
価局

２０�８�２７

人事・労務担当者講習会 １ 内閣府 男女共同参画局 ２０�９�９

平成２０年度評価・監査中央セミナー ３ 総務省 行政評価局 ２０�９�１１～１２

第１９回消費税中央セミナー １ 全国間税会総連合会 ２０�１１�１７

障害者雇用セミナー ２（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

２０�１１�２０

交通安全講習会 １２ 農林水産技術会議事務局
筑波事務所

２０�１２�９

危険物取扱者保安講習会 １（社）茨城県危険物安全協
会連合会

２０�１２�１１

官民人材交流センター説明会 １ 内閣府 官民人材交流セ
ンター準備室

２１�１�８

危険物取扱者試験 準備講習会 １（社）茨城県危険物安全協
会連合会

２１�１�２２～２３

V．総 務 ５７



（特別研究員の部）

飯泉 仁之直

「気候シナリオのダウンスケーリングと地球温暖化による農作物の影響評価への適用」

平成２０年度永年勤続者表彰 （平成２０年４月１日）

（３０年以上）

芝山 道郎

永井 芳治

桜井 清明

（２０年以上）

岡本 勝男

望月 淳

石坂 眞澄

小板橋基夫

西田 智子

（４）叙勲

死亡叙勲（平成２０年４月２７日 没）

藤井 國博 （元農業環境技術研究所 環境研究官）

瑞寶小綬章
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３．会計
（１）財務諸表

貸借対照表
（平成２１年３月３１日）

（単位：円）
資産の部
Ｉ 流動資産

現金及び預金 ４８１，０５６，３１２
前払費用 ２１２，７７２
未収収益 ９０５
未収金 ２０７，３６８，９４５
流動資産合計 ６８８，６３８，９３４

� 固定資産
１ 有形固定資産

建物 ８，５０１，２１０，８６５
減価償却累計額 ２，０９１，７６７，１７９
減損損失累計額 ６３，７６０，６２２ ６，３４５，６８３，０６４

構築物 １，５４６，３０５，４５９
減価償却累計額 ３１６，３７７，１２２
減損損失累計額 ４，０３８，９４６ １，２２５，８８９，３９１
車両運搬具 １４，０２４，９５２
減価償却累計額 ９，６１０，３１０ ４，４１４，６４２

工具器具備品 ２，９８１，６９５，５０７
減価償却累計額 ２，２６８，２９３，７８８ ７１３，４０１，７１９

土地 ２５，２００，０００，０００
建物仮勘定 ９４５，０００
その他有形固定資産 ９７，６８１，５４７
有形固定資産合計 ３３，５８８，０１５，３６３

２ 無形固定資産
特許権 ４６２，９７２
ソフトウェア ２５，８７６，３４５
電話加入権 １，１２７，７００
工業所有権仮勘定 ９，６８２，０３６
無形固定資産合計 ３７，１４９，０５３
固定資産合計 ３３，６２５，１６４，４１６
資産合計 ３４，３１３，８０３，３５０

負債の部
� 流動負債

運営費交付金債務 ２３６，６４７，９６７
研究業務未払金 ２６２，４７４，６００
未払金 ６１，７４１，８３４
未払費用 ９２，１９８，８１７
未払消費税等 ７８１，０００
預り金 １７，６００，４５９
その他流動負債 １，５５８，８２５
流動負債合計 ６７３，００３，５０２

� 固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金 ６６７，３７２，７９９
資産見返寄付金 １５，５５２，８１４
資産見返物品受贈額 １９０，０９０，１９３
建設仮勘定見返運営費交付金 ９４５，０００
工業所有権仮勘定見返運営費交付金 ９，６８２，０３６ ８８３，６４２，８４２
固定負債合計 ８８３，６４２，８４２
負債合計 １，５５６，６４６，３４４

純資産の部
� 資本金

政府出資金 ３４，３５３，２６９，５２４
資本金合計 ３４，３５３，２６９，５２４

� 資本剰余金
資本剰余金 １，６５３，２６８，７６１
損益外減価償却累計額 ‐３，０６４，５８０，１１２
損益外減損損失累計額 ‐６８，８２４，９６８
損益外固定資産除売却差額 ‐２６２，９４４，８４７
資本剰余金合計 ‐１，７４３，０８１，１６６

� 利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金 ６３，５５４，１５４
積立金 ６４，０２３，３６３
当期未処分利益 １９，３９１，１３１
（うち当期総利益） （ １９，３９１，１３１）
利益剰余金合計 １４６，９６８，６４８
純資産合計 ３２，７５７，１５７，００６
負債純資産合計 ３４，３１３，８０３，３５０
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損益計算書

（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）

（単位：円）
経常費用
研究業務費

給与、賞与及び諸手当 １，３２０，５０３，９３５
法定福利費・福利厚生費 １９３，０６８，７８４
退職金 ２０５，６４１，０５５
その他人件費 ２８３，３４０，０１１
外部委託費 １，１４１，４１３，７６５
研究材料費 ６８，２９３，３８６
支払リース料 １６３，８００
賃借料 ９，２８４，０４０
減価償却費 ２１９，３９９，９３５
保守・修繕費 ２８６，４８８，９８９
水道光熱費 ２４１，１８８，４３９
旅費交通費 ９５，２９７，１３３
消耗品費 ２３８，８１７，９７９
備品費 ５３，１００，５２９
諸謝金 ４，１２６，５５８
支払手数料 １，２０５，６２８
国等返却予定機器費 ３１，７４７，６４１
図書印刷費 １００，１９７，０４３
その他業務経費 ２５，４４７，８６５ ４，５１８，７２６，５１５

一般管理費
役員報酬 ４１，８６７，２５９
給与、賞与及び諸手当 １６３，００５，１０７
法定福利費・福利厚生費 ３１，５１０，８７５
退職金 ３２，０９２，６３７
その他人件費 １５，３９０，８５８
賃借料 １，４１３，６５５
減価償却費 ７，８４５，２８５
保守・修繕費 ２５，３０３，６１５
水道光熱費 １６，５９５，２９２
旅費交通費 １，９４５，９０６
消耗品費 ９，８５５，６２４
備品費 ２，２６８，９３４
諸謝金 ７，４００，７００
支払手数料 １，２７８，９１７
その他管理経費 ９，８２４，２４１ ３６７，５９８，９０５

財務費用
支払利息 ５，０４２

雑損 ５５５，２６２
経常費用合計 ４，８８６，８８５，７２４

経常収益
運営費交付金収益 ３，００８，５０７，４６７
事業収益

手数料収入 ５１，７６５
その他事業収入 ８２２，０６６ ８７３，８３１

受託収入
政府受託収入 １，５１８，０５９，６０２
地方受託収入 ３，６００，０００
その他受託収入 １４９，１３６，８８８ １，６７０，７９６，４９０

資産見返負債戻入 １８０，３９２，６３２
雑益 １，５５１，８０４
経常収益合計 ４，８６２，１２２，２２４

経常損失 ２４，７６３，５００

臨時損失
固定資産除却損 ４，０７９，０５２

臨時利益
固定資産売却益 ５０５，５９０
資産見返負債戻入 ４，３７３，８９２ ４，８７９，４８２

当期純損失 ２３，９６３，０７０
前中期目標期間繰越積立金取崩額 ４３，３５４，２０１
当期総利益 １９，３９１，１３１
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キャッシュ・フロー計算書

（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）
（単位：円）

行政サービス実施コスト計算書

（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）
（単位：円）

� 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 －２，２９０，０００，７７５

人件費支出 －２，３３３，８８４，５３５

科学研究費等支出 －５７，９７７，１２５

その他の業務支出 －７７，１２２，１３３

運営費交付金収入 ３，３０５，９９２，０００

受託収入 １，４８０，９１０，４８６

科学研究費等収入 ６０，９９５，０００

その他業務収入 ２，４６３，３６４

小計 ９１，３７６，２８２

利息の支払額 －５，０４２

業務活動によるキャッシュ・フロー ９１，３７１，２４０

� 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 －１９１，５３５，３８２

無形固定資産の取得による支出 －３，９７８，５１２

施設費による収入 ２８，６６５，０００

有形固定資産の売却による収入 ８００，４３０

投資活動によるキャッシュ・フロー －１６６，０４８，４６４

� 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 －１，１０８，６７８

財務活動によるキャッシュ・フロー －１，１０８，６７８

� 資金増加額 －７５，７８５，９０２

� 資金期首残高 ５５６，８４２，２１４

� 資金期末残高 ４８１，０５６，３１２

� 業務費用

（１）損益計算書上の費用

研究業務費 ４，５１８，７２６，５１５

一般管理費 ３６７，５９８，９０５

財務費用 ５，０４２

雑損 ５５５，２６２

臨時損失 ４，０７９，０５２ ４，８９０，９６４，７７６

（２）（控除）自己収入等

事業収益 －８７３，８３１

受託収入 －１，６５８，０３１，４９０

資産見返寄付金戻入 －４，９１０，７２９

雑益 －１，５５１，８０４

臨時利益 －５０５，５９０ －１，６６５，８７３，４４４

業務費用合計 ３，２２５，０９１，３３２

� 損益外減価償却等相当額

損益外減価償却相当額 ７０１，３７３，２９６

損益外固定資産除却相当額 １３，９３５，６７１ ７１５，３０８，９６７

損益外減価償却等相当額合計 ７１５，３０８，９６７

� 損益外減損損失相当額 ６７，７９９，５６８

� 引当外賞与見積額 １，９３６，１４２

� 引当外退職給付増加見積額 １１，９８２，７７８

� 機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 ４４１，８９８，５２６ ４４１，８９８，５２６

Ⅶ 行政サービス実施コスト ４，４６４，０１７，３１３
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重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

運営費交付金を財源とする全ての業務について、費用進行基準を採用しております。これは当法人は研究開発を主な業務としており、

中期計画及びこれを具体化する年度計画において、業務毎に予定コストを算出すること、予定された成果の達成度を定量的に把握すること

が困難であり、また業務毎の予算の費消割合が必ずしも期間に対応していないためです。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ５～５０年

構築物 ５～５０年

車両運搬具 ５～８年

工具器具備品 ４～１５年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控

除して表示しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

賞与については、運営費交付金から財源措置がなされるため、賞与にかかる引当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、事業年度末に在職する職員について、当期末の引当外賞与見

積額から前期末の引当外賞与見積額を控除して計算しております。

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在職する役職員について、当期末の自己都

合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を控除した額から、退職者にかかる前期末退職給付見積相当額を控除して計算し

ております。

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２１年３月末利回りを参考に１．３４０％で計算しております。

６．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

重要な会計方針の変更

有形固定資産の減価償却方法の変更

法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成２０年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。これによる 財務諸表に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成２０年３月３１日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により残存

価額に到達した事業年度の翌事業年度より、残存価額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費もしくは損益外減価償

却累計額に含めて計上しております。

これによる経常損失及び当期純損失に与える影響は軽微であります。また行政サービ ス実施コストは４３５，２２６，７５１円増加しております。

貸借対照表の注記事項

（１）運営費交付金から充当されるべき引当外賞与見積額は、１３６，２６７，７３０円になっております。

（２）運営費交付金から充当されるべき退職一時金見積額は、１，６８４，１４２，２４７円になっております。
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損益計算書の注記事項
ファイナンスリース取引が損益に与える影響額は２９，６０３円であり、当該影響額を除いた当期総利益は２０，６４６，０１８円であります。

キャッシュ・フロー計算書の注記事項
資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳は、現金及び預金となっております。

行政サービス実施コスト計算書の注記事項
政府出資等の機会費用は、計上利率：１．３４０％（決算日における１０年もの国債（新発債）利回り）を適用し、｛（（期首政府出資金３４，３５３，２６９，５２４

円－資本剰余金１，００８，４５３，９６４円）＋（期末政府出資金３４，３５３，２６９，５２４円－資本剰余金１，７４３，０８１，１６６円））／／２｝×１．３４０％で計上しており

ます。

行政サービス実施コストに準ずる費用関係
独立行政法人会計基準第２４の項目には該当しないが、行政サービス実施コストに準ずる費用は次のとおりです。

筑波共同利用施設から提供を受けている受益の費用 １９５，５８８，１９８円

減損会計に係る注記事項
減損を認識した固定資産

（１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要（単位：円）

（２）減損の認識に至った経緯

これらの固定資産の全部又は一部につき、平成２１年３月３１日以後、当法人が使用しないという決定を行ったため、減損を認識してお

ります。

（３）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の固定資産ごとの内訳

（４）回収可能サービス価額

回収可能サービス価額については、これらの施設全て研究用に建築された特殊施設であり、正味売却価額を算出することが困難であ

るため、使用価値相当額を使用しております。

①ライシメーター、②群落用ライシメーター、④風洞装置、⑤回転床等については、全て取り壊し処分を予定しているため、備忘価

額（１円）をもって算出しております。

③環境調節実験温室のうち、建物は減価償却後再調達価額として、使用が想定されない部分以外の部分の割合（専有面積割合）を、

帳簿価額に乗じて算出しております。建物附属設備については、取り壊し処分を予定しているため、備忘価額（１円）をもって算出し

ております。

独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
当法人は、当中期目標期間終了後（平成２３年４月１日）において、独立行政法人農業生物資源研究所及び独立行政法人種苗管理センター

と統合されることが、平成１９年１２月２４日付け「独立行政法人整理合理化計画」にて閣議決定されております。

注）帳簿価額は平成２０年度期首における帳簿価額であります。

資産名称 種 類
損益計算書に
計上した金額

損益計算書に計上
していない金額

①ライシメーター
建物 － ６００，９１１

建物附属設備 － １６，６６９，９６６

②群落用ライシメーター 構築物 － ４，０３８，９４６

③環境調節実験温室
建物 － ４，６４８，３５３

建物附属設備 － ８，２９９，０５１

④風洞装置 建物附属設備 － ２９，５５１，６４８

⑤回転床等 建物附属設備 － ３，９９０，６９３

資産名称 用 途 種 類 場 所 帳簿価額

①ライシメーター 研究業務用
建物 茨城県つくば市 ６００，９１２

建物附属設備 茨城県つくば市 １６，６６９，９９１

②群落用ライシメーター 研究業務用 構築物 茨城県つくば市 ４，０３８，９４９

③環境調節実験温室 研究業務用
建物 茨城県つくば市 １１，６２０，８８５

建物附属設備 茨城県つくば市 ８，２９９，０６０

④風洞装置 研究業務用 建物附属設備 茨城県つくば市 ２９，５５１，６４９

⑤回転床等 研究業務用 建物附属設備 茨城県つくば市 ３，９９０，６９４
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利益の処分に関する書類

（単位：円）

附 属 明 細 書

（１） 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８６特定の償却資産の減価
に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細

（単位：円）

� 当期未処分利益 １９，３９１，１３１

当期総利益 １９，３９１，１３１

� 利益処分額

積立金 １９，３９１，１３１

独立行政法人通則法第４４条第３項により

主務大臣の承認を受けようとする額

目的積立金 ０ ０ １９，３９１，１３１

（注１）利益の処分については、当期財務諸表についての主務大臣の承認を得た時点において、処理を行うこととなって
おります。

（注２）利益の処分については、平成２１年９月４日付け農林水産省指令２１農会第４８８号をもって承認となっております。

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有形固定
資産（償
却費損益
内）

建物 ３８５，０３７，５１３ ９４，３５９，６０８ ０ ４７９，３９７，１２１ １２１，８４９，６７０ ３０，６９３，５１６ ０ ０ ０ ３５７，５４７，４５１

構築物 ４２，５２４，９８８ ９１５，６００ ０ ４３，４４０，５８８ ９，８９８，０１０ ２，８２８，３９２ ０ ０ ０ ３３，５４２，５７８

車両運搬具 １９，１２１，４８６ １，４６６，５４０ ６，５６３，０７４ １４，０２４，９５２ ９，６１０，３１０ ２，１８２，８７７ ０ ０ ０ ４，４１４，６４２

工具器具備品 ２，１５４，４９１，７７９ ８１，５４７，４６４ １７１，２７０，９１２ ２，０６４，７６８，３３１ １，４８０，１１０，２９７ １７９，１８１，５９９ ０ ０ ０ ５８４，６５８，０３４

建設仮勘定 ０ ９４５，０００ ０ ９４５，０００ ０ ０ ０ ０ ０ ９４５，０００

計 ２，６０１，１７５，７６６ １７９，２３４，２１２ １７７，８３３，９８６ ２，６０２，５７５，９９２ １，６２１，４６８，２８７ ２１４，８８６，３８４ ０ ０ ０ ９８１，１０７，７０５

有形固定
資産（償
却費損益
外）

建物 ７，９８６，７６５，００４ ４８，１９５，０００ １３，１４６，２６０ ８，０２１，８１３，７４４ １，９６９，９１７，５０９ ５４７，２０４，４９０６３，７６０，６２２ ０６３，７６０，６２２ ５，９８８，１３５，６１３

構築物 １，５０３，２７２，２８２ ０ ４０７，４１１ １，５０２，８６４，８７１ ３０６，４７９，１１２ １１９，５９７，７５７ ４，０３８，９４６ ０ ４，０３８，９４６ １，１９２，３４６，８１３

工具器具備品 ９１６，９２７，１７６ ０ ０ ９１６，９２７，１７６ ７８８，１８３，４９１ ３４，５７１，０４９ ０ ０ ０ １２８，７４３，６８５

計 １０，４０６，９６４，４６２ ４８，１９５，０００ １３，５５３，６７１ １０，４４１，６０５，７９１ ３，０６４，５８０，１１２ ７０１，３７３，２９６６７，７９９，５６８ ０６７，７９９，５６８ ７，３０９，２２６，１１１

非償却資
産

土地 ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ０ ０ ０２５，２００，０００，０００

その他有形
固定資産 ９８，０６３，５４７ ０ ３８２，０００ ９７，６８１，５４７ ０ ０ ０ ０ ０ ９７，６８１，５４７

計 ２５，２９８，０６３，５４７ ０ ３８２，０００ ２５，２９７，６８１，５４７ ０ ０ ０ ０ ０２５，２９７，６８１，５４７

有形固定
資産合計

建物 ８，３７１，８０２，５１７ １４２，５５４，６０８ １３，１４６，２６０ ８，５０１，２１０，８６５ ２，０９１，７６７，１７９ ５７７，８９８，００６６３，７６０，６２２ ０６３，７６０，６２２ ６，３４５，６８３，０６４

構築物 １，５４５，７９７，２７０ ９１５，６００ ４０７，４１１ １，５４６，３０５，４５９ ３１６，３７７，１２２ １２２，４２６，１４９ ４，０３８，９４６ ０ ４，０３８，９４６ １，２２５，８８９，３９１

車両運搬具 １９，１２１，４８６ １，４６６，５４０ ６，５６３，０７４ １４，０２４，９５２ ９，６１０，３１０ ２，１８２，８７７ ０ ０ ０ ４，４１４，６４２

工具器具備品 ３，０７１，４１８，９５５ ８１，５４７，４６４ １７１，２７０，９１２ ２，９８１，６９５，５０７ ２，２６８，２９３，７８８ ２１３，７５２，６４８ ０ ０ ０ ７１３，４０１，７１９

土地 ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ０ ０ ０２５，２００，０００，０００

建設仮勘定 ０ ９４５，０００ ０ ９４５，０００ ０ ０ ０ ０ ０ ９４５，０００

その他有形
固定資産 ９８，０６３，５４７ ０ ３８２，０００ ９７，６８１，５４７ ０ ０ ０ ０ ０ ９７，６８１，５４７

計 ３８，３０６，２０３，７７５ ２２７，４２９，２１２ １９１，７６９，６５７ ３８，３４１，８６３，３３０ ４，６８６，０４８，３９９ ９１６，２５９，６８０６７，７９９，５６８ ０６７，７９９，５６８３３，５８８，０１５，３６３

無形固定
資産

特許権 ６１７，２９５ ０ ０ ６１７，２９５ １５４，３２３ ７７，１６２ ０ ０ ０ ４６２，９７２

ソフトウェア １１６，２６０，９０１ １，５６９，７５０ ６，０６２，３４７ １１１，７６８，３０４ ８５，８９１，９５９ １２，２８１，６７４ ０ ０ ０ ２５，８７６，３４５

電話加入権注） １，１２７，７００ ０ ０ １，１２７，７００ ０ ０ ０ ０ ０ １，１２７，７００

工業所有権仮勘定 ８，０２４，９２４ ２，６７０，９６２ １，０１３，８５０ ９，６８２，０３６ ０ ０ ０ ０ ０ ９，６８２，０３６

計 １２６，０３０，８２０ ４，２４０，７１２ ７，０７６，１９７ １２３，１９５，３３５ ８６，０４６，２８２ １２，３５８，８３６ ０ ０ ０ ３７，１４９，０５３

注）記載した額は、過年度に計上した減損損失累計額１，０２５，４００円を控除した額となっております。
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（２） 資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

（３） 積立金の明細

（単位：円）

（４）目的積立金の取崩しの明細

（単位：円）

（５） 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

資本金
政府出資金 ３４，３５３，２６９，５２４ ０ ０ ３４，３５３，２６９，５２４

計 ３４，３５３，２６９，５２４ ０ ０ ３４，３５３，２６９，５２４

資本剰
余金

運営費交付金 ２，２６０，１００ ０ ０ ２，２６０，１００

施設整備費補助金 １，６００，７６７，６６１ ４８，１９５，０００ ０ １，６４８，９６２，６６１ 施設費による資産取得

政府承継 ２，０４６，０００ ０ ０ ２，０４６，０００

計 １，６０５，０７３，７６１ ４８，１９５，０００ ０ １，６５３，２６８，７６１

損益外減価償却累計額 －２，３６３，４９３，１４９ －７０１，３７３，２９６ －２８６，３３３ －３，０６４，５８０，１１２ 出資財産（建物及び構築物）の一
部除却に伴う減

損益外減損損失累計額 －１，０２５，４００ －６７，７９９，５６８ ０ －６８，８２４，９６８

損益外固定資産除売却差額 －２４９，００９，１７６ －１３，９３５，６７１ ０ －２６２，９４４，８４７

計 －２，６１３，５２７，７２５ －７８３，１０８，５３５ －２８６，３３３ －３，３９６，３４９，９２７

差引計 －１，００８，４５３，９６４ －７３４，９１３，５３５ －２８６，３３３ －１，７４３，０８１，１６６

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

前中期目標期間繰越積立金 １０６，９０８，３５５ ０ ４３，３５４，２０１ ６３，５５４，１５４ 「目的積立金の取崩しの明細」参照

通則法４４条１項積立金 ４８，９７５，７７９ １５，０４７，５８４ ０ ６４，０２３，３６３ 前期未処分利益分

計 １５５，８８４，１３４ １５，０４７，５８４ ４３，３５４，２０１ １２７，５７７，５１７

区 分 金 額 摘 要

前中期目標期間繰越積立金

前中期目標期間委託取得（自己
財源）資産の減価償却費 ４３，３５４，２０１ 独立行政法人の組織、運営及び管理に係る共通的

な事項に関する政令第５条に基づく申請で承認済

計 ４３，３５４，２０１

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額

期末残高運営費
交付金
収益

資産見返
運営費
交付金

建設仮勘定
見返運営費
交付金

工業所有権
仮勘定見返
運営費交付金

資本
剰余金

小計

平成１９年度 ９２，１１０，２３６ － ９２，１１０，２３６ ０ ０ ０ ０ ９２，１１０，２３６ ０

平成２０年度 － ３，３０５，９９２，０００ ２，９１６，３９７，２３１ １４９，７９１，１６０ ９４５，０００ ２，２１０，６４２ ０ ３，０６９，３４４，０３３ ２３６，６４７，９６７

合 計 ９２，１１０，２３６ ３，３０５，９９２，０００ ３，００８，５０７，４６７ １４９，７９１，１６０ ９４５，０００ ２，２１０，６４２ ０ ３，１６１，４５４，２６９ ２３６，６４７，９６７

V．総 務 ６５



（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

① 平成１９年度交付分

② 平成２０年度交付分

（３）運営費交付金債務残高の明細

区 分 金 額 内 容

成果進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ９２，１１０，２３６ ○平成１９年度中の前払費用及び施設維持経費等

資産見返運営費交付金 ０

工業所有権仮勘定見返
運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ９２，１１０，２３６

会計基準第８０第３項による振替額 ０

合 計 ９２，１１０，２３６

区 分 金 額 内 容

成果進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ２，９１６，３９７，２３１ ①費用進行基準を採用した業務：全ての業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額：２，９１６，３９７，２３１円

イ）資産購入の額：１４９，７９１，１６０円（うち固定資産 １４８，２２１，４１０円 うち無形固定資産 １，５６９，７５０円）

ウ）建設仮勘定の額：９４５，０００円

エ）特許出願に係る弁理士費用：２，２１０，６４２円

資産見返運営費交付金 １４９，７９１，１６０

建設仮勘定見返運営費
交付金 ９４５，０００

工業所有権仮勘定見返
運営費交付金 ２，２１０，６４２

資本剰余金 ０

計 ３，０６９，３４４，０３３

会計基準第８０第３項による振替額 ０

合 計 ３，０６９，３４４，０３３

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

平成１９年度

成果進行基準を採用し
た業務に係る分 ０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

期間進行基準を採用し
た業務に係る分 ０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

費用進行基準を採用し
た業務に係る分 ０ 平成２０年度において全額収益化

計 ０

平成２０年度

成果進行基準を採用し
た業務に係る分 ０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

期間進行基準を採用し
た業務に係る分 ０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

費用進行基準を採用し
た業務に係る分

２３６，６４７，９６７ 運営費交付金債務残高は以下の理由により、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌年度に繰り越し
たものであります。
① 平成２１年度で実行予定の施設維持等の経費及び薬品管理システム導入の経費に充当するため

事業費 １０７，３９９，９９８円
② 契約変更（履行期間延長）により、翌年度へ債務を繰り越したため

事業費 １２，９３６，０００円
③ 平成２０年度において退職予定者が当初計画数を下回ったため

人件費 １１６，３１１，９６９円
なお、その他中期計画で予定した当年度に実施すべき業務については、計画どおりに実施済みであり、業
務未達成による運営費交付金債務の繰越額はありません。当期債務残高につきましては、翌事業年度におい
て該当項目支出時に収益化する予定であります。

計 ２３６，６４７，９６７

農業環境技術研究所年報 平成２０年度６６



（６）運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（単位：円）

（７）役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

（２）決算報告書

（単位：円）

区 分 予 算 額 決 算 額 差 額 備 考

収 入

運営費交付金 ３，３０５，９９２，０００ ３，３０５，９９２，０００ ０

施設整備費補助金 ５５，３７８，０００ ４８，１９５，０００ －７，１８３，０００

受託収入 ９３１，４６４，０００ １，６７０，７９６，４９０ ７３９，３３２，４９０ 受託研究契約額の増

諸収入 ２，８５７，０００ ３，２２６，０６５ ３６９，０６５

計 ４，２９５，６９１，０００ ５，０２８，２０９，５５５ ７３２，５１８，５５５

支 出

業務経費 ８６９，６４８，０００ ８９９，９３９，６６８ ３０，２９１，６６８ 研究施設修繕費の増

施設整備費 ５５，３７８，０００ ４８，１９５，０００ －７，１８３，０００

受託経費 ９３１，４６４，０００ １，６５５，４７０，８１３ ７２４，００６，８１３ 受託研究契約額の増

試験研究費 ８３８，３１８，０００ １，５９８，４０９，２８９ ７６０，０９１，２８９

管理諸費 ９３，１４６，０００ ５７，０６１，５２４ －３６，０８４，４７６

一般管理費 ３６８，３４９，０００ ３２１，０１６，９０３ －４７，３３２，０９７ 受託費充当による光熱水費の
減、及び管理事務費等の減

人件費 ２，０７０，８５２，０００ １，９５４，５４０，０３１ －１１６，３１１，９６９ 退職手当支給者の減等

計 ４，２９５，６９１，０００ ４，８７９，１６２，４１５ ５８３，４７１，４１５

区分 当期交付額
左の会計処理内訳

摘要
建設仮勘定見返施設費 資本剰余金 その他

施設費 ４８，１９５，０００ ０ ４８，１９５，０００ ０

計 ４８，１９５，０００ ０ ４８，１９５，０００ ０

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 数 支 給 額 支 給 人 員 数

役 員
（６８３）
４１，１８３

（１）
３

（０）
３，６１５

（０）
１

職 員
（２８１，９４４）
１，４８３，５０９

（１６７）
１７７

（０）
２３４，１１８

（０）
８

合 計
（２８２，６２７）
１，５２４，６９２

（１６８）
１８０

（０）
２３７，７３３

（０）
９

※注記 １．支給の基準
役員に対する支給の基準は、役員給与規程及び役員退職手当支給規程によっております。
職員に対する支給の基準は、職員給与規程及び職員退職手当支給規程によっております。

２．職員の給与支給人員数は、１２ケ月の平均支給人員数によっております。
３．非常勤役員・非常勤職員については、（ ）書き外数で記載しております。
４．千円未満の端数は切り捨てて記載しております。

※差額の計算方法
収入については、決算額－予算額で計上しております。
支出については、決算額－予算額で計上しております。
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（３）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１）予算配分方針

業務運営における運営費交付金については、業務の見直し及び効率化を進め、事業費は前年度比で一般管理費３％、

業務経費１％以上の削減、人件費は５年間で５％以上の削減を行うことを基本とし、これらの効率化等を実施しつつ、

平成２０年度計画の効果的・効率的な達成を図った。

予算配分については研究所の予算管理・運営委員会において包括的な協議を行い決定している。平成２０年度について

は、所内における競争的研究資金と位置づけられる研究推進費を拡充し競争的環境の熟成を図った。また、平成２１年３

月に、本研究所の予算管理・運営委員会において、研究課題の重点化に向けた点検結果に沿って交付金の重点配分（例：

新規採用者の重点配置、研究員のＲＰエフォート変更、小課題強化費ポスドクの重点配置、研究推進費等の重点配分）

を図ることとする「平成２１年度運営費交付金予算配分方針」を決定した。

２）外部資金の獲得

中期目標の達成に有効な競争的資金等外部資金について、引き続き積極的に応募し、外部資金を獲得した。

３）自己収入増加

自己収入の増加を図るため、平成２０年度には、隔離ほ場及び隔離ほ場調査実験棟の外部機関への貸し付けに際して不

動産貸付料を徴収することとし、１，４１８千円の収入を得た。なお、今後の適切な貸付料徴収のため関係要領の一部改正

を実施している。また、平成１８年度から、依頼研究員の受入、分析・鑑定について対価を徴収することとしており、平

成２０年度はそれぞれ、６３０千円（依頼研究員受入）及び５２千円（分析・鑑定）となった。知的財産権実施料収入につい

ては、新たな実施許諾に至らず３９千円となった。

４）経営管理体制

平成１９年度で改正した契約事務取扱規程に基づき、平成２０年度は年度当初から国と同一の基準による一般競争入札に

取組み、一般競争入札の件数は４９件に拡大した（平成１９年度３９件）。

随意契約の総件数は２３０件となった。このうち２１２件は競争的資金等受託研究の再委託契約であり、事前に国等による

審査が行われている。また、本研究所で企画競争・公募を行ったものが１件、不落随意契約が６件となっている。これ

らを除いた１１件は、水道やガス供給事業者あるいは電子ジャーナルの購読契約等供給者が限定されており、他に供給可

能となる者が存在せず、真にやむを得ない随意契約と考えられる。なお、これらの随意契約について、契約先から第三

者への再委託はない。

ただし、一般競争入札の公告を実施したにもかかわらず、入札参加者が１者となったものが３０件と多くを占める結果

となった。この要因としては、すでに導入されている研究用機器・製品に対する保守や仕様が限定されている製品の購

入などについては、専門性が高く事実上相手方が限定されてしまうことが推察される。今後，仕様書の内容の精査と公

募や企画競争、総合評価方式など多様な契約方式の導入、公告期間の拡大などを検討することとしている。

５）経費の節約等

当期中期目標期間終了年度における経費について、前中期目標期間の最終年度に比べて業務経費５％、一般管理経費

１５％を削減することとしている。

業務経費に関しては、平成１９年度に見直しを行った精密機器類の保守契約の継続等により高精度機器保守費を引き続

き低い水準に抑えるとともに、研究用機械の整備費を抑制するなどの取り組みを行い、削減目標達成に向け進捗してい

る。一般管理費に関しては、平成２０年度における燃料費高騰の影響を受けた光熱水料の増加により対前年で増加したが、

前期との比較では、毎年度３％削減された場合の水準を下回っている。光熱水料については、空調施設の老朽化に伴う

省エネ機器への改修、古く消費電力が多い冷蔵庫・フリーザーなどの低消費電力機器への更新、節電や節水などの所内

への呼びかけ等の取り組みを実施し、使用量では前年を下回っている。また、管理事務費等については、引き続き印刷
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用紙の両面使用など節約執行を行っている。なお、国において、「レクレーション経費の取扱について」（平成２０年７月

３０日付け総人恩総第７７４号）が発出され、レクリエーション経費を支出しないものとされたこと等を踏まえ、本研究所

においても、国の取扱に準じ、レクリエーション経費の支出を行わないこととした。

６）施設整備等

研究本館をはじめとする各施設は、建設から３０年を経過し施設や設備に老朽化が進んでおり、年々インフラや基盤的

な施設の修繕・改修を計画的に実施する必要が増している。このような状況の中で、施設整備費補助金や運営費交付金

による修繕計画を策定し、研究環境の維持や整備を実施している。

平成２０年度には、施設整備費補助金により電力関連設備改修（直流電源装置の更新）を実施した。この際、契約差額

による残額が発生したことから、平成２１年度に整備を予定している微生物生態実験棟改修のうち冷房設備の一部を前倒

しで実施し、効率的な予算執行を図った。

運営費交付金により、計画的修繕の３年目として前年に引き続き研究本館の空調設備の一部改修を行った。この空調

設備改修にあたってはインバーター制御機器への更新を行い、省エネ化と運転経費の削減を図った。また、セキュリテ

ィー対策強化のための入館管理設備、広報活動強化のための農業環境インベントリー展示館のセミナー室設置を実施し

た。

平成２０年度予算及び決算

（単位：百万円）

区 分 予 算 額 決 算 額 備 考

収入

前年度より繰越金 ０ ０

運営費交付金 ３，３０６ ３，３０６

施設整備費補助金 ５５ ４８

受託収入 ９３１ １，６７１

諸収入 ３ ３

計 ４，２９６ ５，０２８

支出

業務経費 ８７０ ９００

施設整備費 ５５ ４８

受託経費 ９３１ １，６５５

試験研究費 ８３８ １，５９８

管理諸費 ９３ ５７

一般管理費 ３６８ ３２１

人件費 ２，０７１ １，９５５

計 ４，２９６ ４，８７９

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。
注）施設整備費補助金の予算額に対する差額は、割当内示（予算）に対し、額確定による執行済み額であり、繰越額は発生していない。
注）受託収入決算額の内訳は、次のとおりである。
（１）受託研究収入 １，６５４百万円 （平成１９年度 １，５８４百万円）

①政府受託研究収入 １，５１８百万円 （平成１９年度 １，４７２百万円）
②その他の受託研究収入 １３６百万円 （平成１９年度 １１２百万円）

（２）政府外受託出張収入 ２百万円 （平成１９年度 ２百万円）
（３）その他受託収入 １４百万円 （平成１９年度 １５百万円）

注）受託収入及び受託経費が予算額を上回っているのは、受託契約額が増えたためである。
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平成２０年度収支計画及び決算

（単位：百万円）

区 分 計 画 額 決 算 額 備 考

費用の部 ４，２４４ ４，８１４

経常費用 ４，２４４ ４，８１０

人件費 １，８８９ １，９９１

業務経費 ８１９ ９２６

受託経費 ８９２ １，５８５

一般管理費 ３７９ １０６

減価償却費 ２６５ ２０２

財務費用 ０ ０

臨時損失 ０ ４

収益の部 ４，２２０ ４，７８０

運営費交付金収益 ３，０８５ ３，０３４

諸収入 ３ １

受託収入 ９３１ １，６０１

資産見返負債戻入 ２０１ １４０

臨時利益 ０ ４

純損失 ２４ ３４

前中期目標期間繰越積立金取崩額 ０ ４９

総利益 ２４ １５

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。
注）受託収入及び受託経費が計画額を上回っているのは、受託契約額が増えたためである。
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平成２０年度資金計画及び決算

（単位：百万円）

（４）固定資産等

１）有形固定資産 ２）無形固定資産

区 分 計 画 額 決 算 額 備 考

資金支出 ４，２９６ ５，４３７

業務活動による支出 ４，１３５ ４，７５９

投資活動による支出 １５９ １９６

財務活動による支出 ２ １

国庫納付金の支払額 ０ ０

次年度への繰越金 ０ ４８１

資金収入 ４，２９６ ５，４３７

前年度からの繰越金 ０ ５５７

業務活動による収入 ４，２４０ ４，８５０

運営費交付金による収入 ３，３０６ ３，３０６

受託収入 ９３１ １，４８１

その他の収入 ３ ６３

投資活動による収入 ５５ ２９

施設整備費補助金による収入 ５５ ２９

有形固定資産の売却による収入 ０ １

財務活動による収入 ０ ０

無利子借入金による収入 ０ ０

その他の収入 ０ ０

区 分 数 量

建 物
建 面 積 ２９，６６５ｍ２

延べ面積 ５８，１６６ｍ２

構 築 物 －

車 両 運 搬 具 ７点（リース車両２台を除く）

工 具 器 具 備 品 ８８２点（国返却予定機器２１点除く）

土 地 建物敷地 ２０６，３４９ｍ２

水 田 ４２，９５０ｍ２

畑 １４９，６７０ｍ２

そ の 他 １７１，８９７ｍ２

計 ５７０，８６６ｍ２

立 木 竹
樹 木 ２，２８４本

立 木 ４３１ｍ３

区 分 数 量

ソ フ ト ウ ェ ア ５５点

電 話 加 入 権 ２９回線

工業所有権仮勘定 ４３件

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。
注）受託収入及び業務活動による支出が計画額を上回っているのは、受託契約額が増えたためである。
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（５）特許等一覧表

１）国内

出願年月 登録・出願番号 特許名 発明者 取得年月 消滅年月 共同出願者

Ｓ６３．８ １９０６５６６号 ９，１１－ドデカジェニルブチレートと９，１１－ドデカジエ
ニルヘキサノエートを成分とする昆虫誘引剤

玉木 佳男
杉江 元
長嶺 将昭
金城美恵子

Ｈ７．２ Ｈ２０．８ 沖縄県

Ｓ６３．９ １６６１０５３号 植物生育培地水分制御法 久保田 徹
岩間 秀矩
加藤 英孝
遅沢 省子

Ｈ４．５ Ｈ２０．９

Ｓ６３．９ １７７８７１１号 （Z）－７－ドデセルニアセタートと（Z）－９－ドデセニルア
セタートを有効成分とする昆虫誘引剤

玉木 佳男
杉江 元
川崎建次郎
北村 実彬

Ｈ５．８ Ｈ２０．９

Ｓ６３．１０ １８５５３８９号 土壌病害防除・植物成長促進剤 小林 紀彦
飯島 宏一

Ｈ６．７ Ｈ２０．１０

Ｈ２．１２ ２８５１４４３号 シバツトガの配偶者行動攪乱剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．１１ Ｈ２２．１２ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ３．４ ２６０００９０号 宿主ベクター系 福本 文良
佐藤 守
美濃部侑三

Ｈ９．１ Ｈ２３．４

Ｈ４．１ ２７７９０９０号 シバツトガの誘引剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．５ Ｈ２４．１ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ４．１ ２７９３７３６号 芝生害虫の配偶行動攪乱剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．６ Ｈ２４．１ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ４．３ ２７７９０９３号 ヨトウガの誘引剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．５ Ｈ２４．３ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ７．４ ２７２０３７８号 チャバネアオカメムシの誘引剤 杉江 元
野口 浩
川崎建次郎
高木 一夫
守屋 成一
藤家 梓
福田 寛
大平 喜男
津田 勝男
山中 正博
堤 隆文
鈴木 宏治
福本 毅彦

Ｈ９．１１ Ｈ２７．４ 千葉県
福岡県
信越化学（株）

Ｈ４．１０ ２６７４６７８号 ３次元自由曲面設計装置 竹澤 邦夫 Ｈ９．７ Ｈ２４．１
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出願年月 登録・出願番号 特許名 発明者 取得年月 消滅年月 共同出願者

Ｈ７．４ ２６５４５１４号 ナガチャコガネの誘引剤 杉江 元
野口 浩
川崎建次郎
本間 健平
大泰司 誠
柿崎 昌史
鈴木 宏治
福本 毅彦

Ｈ９．５ Ｈ２７．４ 北海道
信越化学（株）

Ｈ７．９ ２７４１７４６号 新規土壌凝集剤 高橋 義明
櫻井 泰弘
牧野 知之

Ｈ１０．１ Ｈ２７．９

Ｈ８．３ ２９８７４２２号 薬剤の放出制御・抑制方法およびその資材 小原 裕三
石井 康雄

Ｈ１１．１０ Ｈ２８．３

Ｈ８．７ ３１６３３７７号 スルホキシド化合物及びそれを用いた植物成長阻害剤 藤井 義晴
原田 二郎
平舘俊太郎
佐野 禎哉
大東 肇
平井 伸博

Ｈ１３．３ Ｈ２８．７

Ｈ８．１１ ２８３８２００号 カラム内濃縮が可能な毛細管電気泳動を誘導結合プラ
ズマに接続するためのインターフェース及び接続方法

山崎 慎一
梅 二文

Ｈ１０．１０ Ｈ２８．１１

Ｈ９．２ ３０３０３７０号 土壌中の有機汚染物質を分解する分解菌の集積方法及
びそれを用いた分解菌の単離方法

高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１２．２ Ｈ２９．２ 東洋電化工業（株）

Ｈ９．２ ３０９９０５８号 新規植物成分及びそれを含有する植物成長阻害剤 平舘俊太郎
箭田 浩士
杉江 元
藤井 義晴

Ｈ１２．８ Ｈ２９．２

Ｈ１０．２ ２８８４５１１号 タイワンレンギョウの新規植物成分及びそれを含有す
る植物成長阻害剤

平舘俊太郎
中嶋 直子
箭田 浩士
藤井 義晴

Ｈ１１．２ Ｈ３０．２

Ｈ１０．５ ２９０４４３２号 土壌中の有機塩素系化合物を好気的に分解する分解
菌、その分解菌の集積又は単離方法及びその分解菌を
保持する分解菌保持担体

高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１１．３ Ｈ３０．５ 高木和広
東洋電化工業（株）

Ｈ１０．１１ ３０５１９２０号 土壌の病害抑止性の評価方法 横山 和成
松本 直幸

Ｈ１２．４ Ｈ３０．１１

Ｈ１１．９ ３２３１７４４号 病原性が低い紫紋羽病菌菌株分離株 V－７０およびそれ
を含む紫紋羽病防除剤

松本 直幸
岡部 郁子
須崎 浩一
吉田 幸二
植竹ゆかり

Ｈ１３．９ Ｈ３１．９ 農業・生研機構

Ｈ１３．１ ３５９４９０５号 病原性低下因子を含む白紋羽病菌分離株W３７０ 松本 直幸
岡部 郁子
植竹ゆかり
荒川 征夫
中村 仁

Ｈ１６．９ Ｈ３３．１ 農業・生研機構

Ｈ１１．６ ３７７３４４９号 単離した分解菌の集積方法及びその集積方法により得
られた分解菌の保持担体、その分解菌保持担体を利用
する汚染土壌回復又は地下水汚染防止の方法

高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１８．２ Ｈ３１．６ 高木和広
東洋電化工業（株）

Ｈ１４．６ ４１６８１３０号 リゾプス属糸状菌のポリガラクツロナーゼおよびポリ
ガラクツロナーゼ遺伝子

吉田 重信
鈴木 文彦
月星 隆雄
對馬 誠也
篠原 弘亮

Ｈ２０．８ Ｈ３４．６

Ｈ１４．９ ４０１４９８８号 モミガラ成形炭粉末を利用した水稲用農薬の系外流出
防止システム

高木 和広
高梨誠三郎

Ｈ１９．９ Ｈ３４．９ 高木 和広
（株）欣膳

Ｈ１６．９ ４１１６９８８号 重金属汚染土壌の浄化方法 牧野 知之
菅原 和夫
高野 博幸
神谷 隆
佐々木宏太

Ｈ２０．４ Ｈ３６．９ 太平洋セメント
（株）

Ｈ１５．１２ ３９３７０１９号 微生物保存用分散媒及び微生物保存用容器 西山 幸司
篠原 弘亮

Ｈ１９．４ Ｈ３０．１２

V．総 務 ７３



２）外国

４．図 書

平成２０年度における受入れ図書・資料数およびサービス件数は次のとおりです。

（１）受入図書・資料数

（２）サービス件数

出願年月 登録・出願番号 特許名 発明者 取得年月 消滅年月 共同出願者

Ｈ１６．２ ４１１６９７５号 汚染土壌の浄化方法 牧野 知之
菅原 和夫
高野 博幸
神谷 隆
佐々木宏太

Ｈ２０．４ Ｈ３６．２ 太平洋セメント
（株）

出願年月 特許・出願番号 特許名 発明者 出願国 取得年月 消滅年月 共同出願

Ｓ６３．３ １３１１４３４号 リゾキシン 佐藤 善司
松田 泉
野田 孝人
奥田 重信
岩崎 成夫
古川 淳
小林 久芳

カナダ Ｈ４．１２ Ｈ２１．１２

Ｈ５．１ ８２４２５号 形質転換されたイネ縞葉枯ウィル
ス抵抗性イネおよびその製造方法

鳥山 重光
早川 孝彦
朱 亜峰

台湾 Ｈ９．３ Ｈ２４．１１

Ｈ４．１２ ２５５４７４号 韓国 Ｈ１２．２ Ｈ２４．１２

Ｈ４．１２ ９２１１５１７７．２号 中国 Ｈ１１．３ Ｈ２４．１２

Ｈ５．３ ６５９０５７５号 ３次元自由曲面設計装置 竹澤 邦夫 アメリカ Ｈ１５．７ Ｈ２５．３

Ｈ１１．６ 特願１０－２００１－
７００１６６２号

単離した分解菌の集積方法及びそ
の集積方法により得られた分解菌
保持担体、その分解菌保持担体を
利用する汚染土壌回復又は地下水
汚染防止の方法

高木 和広
吉岡 祐一

韓国 農環研
高木和広
東洋電化工業
（株）Ｈ１１．６ 特願０９／／７４４９９６

号
アメリカ

６５６９３３３号 土壌回復及び土壌水の汚染防止 アメリカ Ｈ１５．５ Ｈ３１．６

Ｈ１１．８ ６４５１５８０号 土壌処理のため多孔質材に有機汚
染物質を分解する分解菌を集積す
る方法

高木 和広
吉岡 祐一

アメリカ Ｈ１４．９ Ｈ３１．８ 農環研
高木和広
東洋電化工業
（株）

区 分 購入 寄贈 計

単行書
（冊）

和 ３０３ ２６ ３２９

洋 １３０ ０ １３０

資料
（冊）

和 ０ １４１ １４１

洋 ０ １０ １０

雑誌
（種）

和 ７４ ６８８ ７６２

洋 １８１ １６４ ３４５

対 象 機 関 レファレンス
文献複写

依頼 提供

農林水産省およびその所管する独立行政法人 ２１ ６１５ １，０３６

そ の 他 の 機 関 １７ ４８２ １２３

計 ３８ １，０９７ １，１５９

＊他に出願中のものが４３件。

＊他に出願中のものが３件。
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